
第一平成28年度税制改正の基本的考え方

4 消費税の軽減税率制度

(1)これまでの議論の経緯と消費税の軽減税率罰度の導入の考え方

「社会保障と税の一体改革」を実現するため、消費税率10%への引上げを平成29年4月

に確実に実施する。これにより、社会保障を次世代に引き渡す責任を果たすとともに、財

政健全化を進めて市場や国際社会からの国の信認を確保する。

他方、「社会保障と税の一体改革」の枠組みの下、税制抜本改革法第7条においては、低

所得者に配慮する観点から、総合合算罰度、給付付き税額控徐散度及び複数税率について

検討することとされている。このため、与党において議論を積み重ねてきた。その結果、

これらのうち、軽減税率制度には、他の施策と異なり、日々の生活において幅広い消費者
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が消費・利活用してぃるものに係る消費税負担を軽減するとともに、買い物の都度、痛税

感の緩和を実感できるとの利点があることから、消費税率が10%に引き上げられる平成29

年4月に軽減税率制度を導入することとした。

軽減税率桐度の導入に当たっては、「社会保障と税の一体改革」の原点に立ち、平成28

年度末までに歳入及び歳出における取組みにより、与党の責任において、確実に安定的な

恒久財源を確保することとする。

対象品目につぃては、飲食料品等の消費実態や、低所得者対策としての有効性、事業者

の事務負担等を総合的に勘案し、「酒類及び外食を除く飲食料品」及び定期購読契約が締結

された週2回以上発行される「新聞」を対象とする。なお、「書籍・雑誌」については、そ

の日常生活における意義、有害図書抄徐の仕組みの構築状況等を総合的に勘案しつつ、引

き続き検討する。

複数税率罰度の下において適正な課税を確保する観点から、事業者に十分な説明を行い

つつ、インボイス制度を導入する。当面は、執行可能性に配慮し、簡素な方法によること

とする。



政府・与党は、平成29年4月に混乱なく軽減税率罰度を導入できるよう、一体となって

万全の準備を進める。

(2)安定的な恒久財源の確保

軽減税率椒度の導入に当たっては、財政健全化目標を堅持するとともに、「社会保璋と税

の一体改革」の原点に立って安定的な厘久財源を確保することとし、自民党・公明党両党

で責任を持ってこれに対応する。このため、平成28年度税制改正法案において以下の旨を

規定する。

①平成28年度末までに歳入及び歳出における法制上の措置等を講ずることにより、安

定的な恒久財源を確保する。

②財政健全化目標との関係や平成30年度の「経済・財政再生計画」の中間評価を踏ま

えつつ、消費税制度を含む税椒の構造改革や社会保障制度改革等の歳入及び歳出の在り

方について検討を加え、必要な措置を講ずる。

(3)対象品目及び適用税率

軽減税率の対象品目は、



①酒類及び外食を徐く飲食料品

②定期購読契約が締結された週2回以上発行される新聞

とし、適用税率は8%(国・地方合計)とする。

(4)税額計算の方法等

平成33年4月に、インボイス制度として「適格請求書等保存方式」を導入する。それま

での間は、簡素な方法として「区分記載請求書等保存方式」とするとともに、複数税率に

対応した区分経理が困難な中ハ事業者や、システム整備が間に合わない事業者等がいるこ

とも想定し、税額計算の特例を創設する。

(5)軽減税率桐度の円滑な導入・運用のための検証、取組み

軽減税率制度の導入は、多くの事業者の業務実務や経営に影響を与えるものであること

を踏まえ、軽減税率罰度の導入・運用に当たり混乱が生じないよう、以下のとおり、政府・

与党が一体となって万全の準備を進めることとし、平成28年度税制改正法案にその旨を

明記する。



①政府・与党に必要な体罰を整備するとともに、事業者の準備吠況等を検証しっつ、必

要に応じて、軽減税率罰度の円滑な導入・運用に資するための必要な措置を講ずる。

②軽減税率制度の円滑な運用及び適正な課税の確保の観点から、中ハ・ハ規模事業者の

経営の高度化を促進しっつ、軽減税率制度の導入後3年以内を目途に、適格請求書等保

存方式(インボイス制度)導入に係る事業者の準備吠況及び事業者取引への影響の可能

性、軽減税率罰度導入による簡易課税制度への影響、経過措置の適用吠況などを検証し、

必要と認められるときは、その結果に基づいて法制上の措置その他必要な措置を講ずる

第二平成28年度税制改正の具体的内容

四消費課税

1 消費税の軽減税率制度

(国税)

(1)消費税の軽減税率制度



消費税の軽減税率制度を、平成29年4月1日から導入する。あわせて、複数税率制度に

対応した仕入税額控徐の方式として、適格請求書等保存方式(いわゆる「インボイス罰度」)

を平成33年4月1日から導入する。それまでの間については、現行の請求書等保存方式

を基本的に維持しつつ、区分経理に対応するための措置を講ずる。

(2)軽減税率対象品目及び税率

軽減税率の対象となる課税資産の譲渡等(以下「軽減対象課税資産の譲渡等」(仮称)と

いう。)は次のとおりとし、軽減税率は6.24%(地方消費税と合わせて8%)とする。

①飲食料品の譲渡(食品表示法に規定する食品(酒税法に規定する酒類を徐く。)の譲

渡をいい、外食サービスを徐く。)

②定期購読契約が締結された週2回以上発行される新聞の譲渡

(3)適格請求書等保存方式が導入されるまでの間の経過措置

①適格請求書等保存方式が導入されるまでの間における仕入税額控除制度につぃては、

現行の請求書等保存方式を維持する。ただし、課税仕入れが軽減税率対象品目に係るも

のである場合には、請求書等に記載されるべき事項として「軽減対象課税資産の譲渡等



である旨」及び「税率の異なるごとに合計した対価の額」を加える。なお、これらの事

項にっいては、当該請求書等の交付を受けた事業者が事実に基づき追記することを認め

る措置を講ずる。

②売上げ又は仕入れを税率の異なるごとに区分することが困難な事業者に対して、売上

税額又は仕入税額を簡便に計算することを認める措置を講ずる。

(4)適格請求書等保存方式の導入

①請求書等保存方式における請求書等の保存に代えて、「適格請求書発行事業者」(仮称)

から交付を受けた「適格請求書」(仮称)の保存を、仕入税額控徐の要件とする。

(注)上記の「適格請求書」とは、適格請求書発行事業者の登録番号、適用税率、消費税

額等の一定の事項が記載された請求書、納品書等の書類をいい、「適格請求書発行事業

者」とは、免税事業者以外の事業者であって、納税地を所轄する税務署長に申請書を提

出し、適格請求書を交付することのできる事業者として登録を受けた事業者をいう。

②適格請求書発行事業者登録制度を創設する。



(注)適格請求書発行事業者の登録については、平成31年4月1日からその申請を受け付

けることとする。

③適格請求書発行事業者には、適格請求書の交付義務を課す。

④適格請求書を交付することが困難である一定の取引については、適格請求書の交付義

務を免徐する。また、当該取引に係る課税仕入れを行った事業者においては、一定の事

項が記載された帳簿のみの保存による仕入税額控徐を認める。

⑤適格請求書等保存方式の導入後一定期間については、免税事業者等から行った課税仕

入れに係る消費税相当額に一定の割合を乗じて算出した額の控徐を認める経過措置を

講ずる。

⑥その他適格請求書等保存方式の導入に係る所要の措置を講ずる。

(注)上記の改正は、平成33年4月1日以後に国内において事業者が行う資産の譲渡等及

び課税仕入れ並びに保税地域から引き取られる課税貨物について適用する。

(5)その他所要の措置を講ずる。



(注)上記の改正は、(1)及び(4)を除き、平成29年4月1日以後に国内において事業

者が行う資産の譲渡等及び課税仕入れ並びに保税地域から引き取られる課税貨物にっ

いて適用する。

(上記(1)から(5)までにつき付記一参照)

(6)軽減税率制度の導入に当たり、財政健全化目標を堅持し、安定的な恒久財源を確保する

ため、平成28年度税椒改正法案において次に掲げる旨を規定する。

①平成28年度末までに歳入及び歳出における法制上の措置等を講ずることにより、安

定的な恒久財源を確保する。

②財政健全化目標との関係や平成30年度の「経済・財政再生計画」の中間評価を踏ま

えっつ、消費税椒度を含む税罰の構造改革や社会保璋制度改革等の歳入及び歳出の在り

方につぃて検討を加え、必要な措置を講ずる。

(フ)軽減税率椒度の円滑な導入・運用のため、平成28年度税制改正法案において次に掲げる

旨を規定する。



①軽減税率制度の導入に当たり混乱が生じないよう、政府・与党が一体となって万全の

準備を進めるため、政府・与党に必要な体制を整備するとともに、事業者の準備吠況等

を検証しつつ、必要に応じて、軽減税率制度の円滑な導入・運用に資するための必要な

措置を講ずる。

②軽減税率制度の円滑な運用及び適正な課税の確保の観点から、中ハ・ハ規模事業者の

経営の高度化を促進しつつ、軽減税率制度の導入後3年以内を目途に、適格請求書等保

存方式(インボイス制度)導入に係る事業者の準備吠況及び事業者取引への影響の可能

性、軽減税率制度導入による簡易課税制度への影響、経過措置の適用吠況などを検証し、

必要と認められるときは、その結果に基づいて法罰上の措置その他必要な措置を講ずる

(地方税)

(')消費税の軽減税率制度の導入に伴い、地方消費税について所要の措置を講ずる。

【付記一】

(国税)

消費税の軽減税率制度



消費税の軽減税率識度

消費税の軽減税率制度を、平成29年4月1日から導入する。あわせて、複数税¥制度に

対応した仕入税額控徐の方式として、適格請求書等保存方式(いわゆる「インボイス制度」)

を平成33年4月1日から導入する。それまでの間にっいては、現行の訥求白等保存方式を

基本的に維持しっつ、区分経理に対応するための措置を講ずる。

軽減税率対象品目及び税率

軽減税率の対象となる課税資産の譲渡等(以下「軽減対象課税資産の譲渡等」(仮称)と

いう。)は次のとおりとし、軽減税率は6.24%(地方消費税と合わせて8%)とする0

(1)飲食料品の譲渡(食品衛生法上の飲食店営業、喫茶店営業その他の食事の1疋供を行う

事業を営む事業者が、一定の飲食設備のある場所等において行う食事の提供を除く。)

(注1)上記の「飲食料品」とは、食品表示法に規定する食品(酒税法に規疋する酒類を

除く。)をいう。

二



(注2)飲食料品と飲食料品以外の資産が一体となっている資産については、飲食料品に

該当しない。ただし、一定金額以下の少額の資産であって、当該資産の主たる部分

が飲食料品から構成されているものにっいては、その全体を飲食料品として軽減税

率の対象とする。

(2)定期購読契約が締結された新聞(一定の題号を用い、政治、経済、社会、文化等に関

する一般社会的事実を掲載する週2回以上発行される新聞に限る。)の譲渡

2 軽減税率の対象となる保税地域から引き取られる課税貨物は上記1(1)の飲食料品とし、

軽減税率は6.24%(地方消費税と合わせて8%)とする。

(注)上記二の改正は、平成29年4月1日以後に国内において事業者が行う資産の譲渡等及

び課税仕入れ並びに保税地域から引き取られる課税貨物にっいて適用する。

適格請求書等保存方式が導入されるまでの間の措置

適格請求書等保存方式が導入されるまでの間における仕入税額控徐制度にっいては、現行

の請求書等保存方式を基本的に維持しっつ、区分経理に対応するための措置を講ずる。

三



2 帳簿及び請求書等の記載事項の追加

(1)課税仕入れが軽減税率対象品目に係るものである場合には、帳簿に記載すべき事項とし

て「軽減対象課税資産の譲渡等に係るものである旨」を加える。

(2)課税仕入れが軽減税率対象品目に係るものである場合には、請求書等に記載されるべき

事項として「軽減対象課税資産の譲渡等である旨」及び「税率の異なることに合計した

対価の額」を加える。

(3)上記(2)の記載事項にっいては、請求書等の交付を受けた事業者が事実に基づき追記

することを認める措置を講ずる。

3 売上げを税率の異なるごとに区分することが困難な中ハ事業者に対する売上税額の簡便

計算に係る経過措置

基準期間における課税売上高が5,卯0万円以下である軽減対象課税資産の譲渡等を行う

事業者(免税事業者を除く。)が、平成29年4月1日から平成33年3月31日までの期間

に、国内において行う課税資産の譲渡等を税率の異なるごとに区分することにつき困難な

事情があるときは、通常の事業を行う連続する10営業日の課税資産の譲渡等に占める軽減



対象課税資産の譲渡等の割合、又は卸売業及びハ売業に係る課税仕入れ等に占める軽減対

象課税資産の譲渡等にのみ要するものの割合を用いて、当該期間の売上税額を簡便に計算

することを認める措置を講ずる。

(注1)課税資産の譲渡等の税込対価の額の合計額に上記の割合を乗じて計算した金額を軽減

対象税込売上額とし、これに108分の 100を乗じて計算した金額を軽減対象課税資産の譲

渡等の対価の額の合計額とする。また、当該税込対価の額の合計額から軽減対象税込売上

額を控徐した残額に110分の100を乗じて計算した金額を軽減対象課税資産の譲渡等以外

の課税資産の譲渡等の対価の額の合計額とする。

(注2)卸売業及び小売業に係る課税仕入れ等に占める軽減対象課税資産の譲渡等にのみ要す

るものの割合を用いて売上税額を計算する措置については、簡易課税制度の適用を受けな

い課税期間に恨り、適用することができる。また、この措置は、卸売業及びハ売業に係る

課税資産の譲渡等について適用し、これら以外の業種に係る課税資産の譲渡等については、

通常の税額計算の方法による。



(注3)主として軽減対象課税資産の譲渡等を行う事業者が割合の算定にっき困難な事'月があ

るときは、当該割合を 50%として計算することができる。

4 仕入れを税率の異なるごとに区分することが困難な中小事業者に対する仕入税額の簡便

計算に係る経過措置

(')基準期間における課税売上高が5,0卯万円以下である軽減対象課税資産の譲渡等を行う

事業者(免税事業者を除く。)が、平成29年4月1日から平成30年3月31日の属する課

税期間の末日までの期間に、国内において行う卸売業又は小売業に係る課税仕入れ等を税

率の異なるごとに区分することにっき困難な事唐があるときは、卸売業及び小冗業に係る

課税資産の譲渡等に占める軽減対象課税資産の譲渡等の割合を用いて、当該期間の仕入税

額を簡便に計算することを認める措置を講ずる。

(注1)卸売業及び小売業に係る課税仕入れ等に係る税込支払対価の額の合計額に上記の割口

を乗じて計算した金額を軽減対象税込課税仕入れ等の金額とする。また、当該税込支払

対価の額の合計額から軽減対象税込課税仕入れ等の金額を控徐した残額を軽減対象税込

課税仕入れ等以外の税込課税仕入れ等の金額として仕入税額を計算する。



(注2)上記の措置にっいては、上記3の卸売業及び小売業に係る課税仕入れ等に占める軽減

対象課税資産の譲渡等にのみ要するものの割合を用いて売上税額を計算する措置及び簡

易課税制度の適用を受けない課税期間に限り、適用することができる。

(2)基準期間における課税売上高が5,000万円以下である事業者(免税事業者を除く。)が、

国内において行う課税仕入れ等を税率の異なるごとに区分することにっき困難な事倩が

ある場合であって、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの日の属する課税期

間の末日までに、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を納税地を所轄する税務署長

に提出したときは、その提出した日の属する課税期間から簡易課税制度の適用を認める

措置を講ずる。

5 売上げを税率の異なるごとに区分することが困難な中小事業者以外の事業者に対する売

上税額の簡便計算に係る経過措置

基準期間における課税売上高が5,卯0万円超である軽減対象課税資産の譲渡等を行う事

業者が、国内において行う課税資産の譲渡等を税率の異なるごとに区分することにっき困



難な事倩があるときは、平成29年4月1日から平成30年3月31日の属する課税期間の末

日までの期間について、上記3と同様の措置を講ずる。

仕入れを税率の異なるごとに区分することが困難な中小事業者以外の事業者に対する仕

入税額の簡便計算に係る経過措置

(")基準期司における課税売上高が5,000万円超である軽減対象課税資産の譲渡等を行う事

業者が、国内において行う卸売業又はハ売業に係る課税仕入れ等を税率の異なることに

区分することにっき困難な事情があるときは、平成29年4月1日から平成30年3月31

日の属する課税期間の末日までの期間にっいて、上記4 (1)と同様の措置を講ずる。

(2)基準期間における課税売上高が5,000万円超である事業者が、平成29年4月1日から

平成30年3月31日の属する課税期間の末日までの間に、国内において行う課税仕入れ

等を税率の異なるごとに区分することにっき困難な事庸がある場合であって、その課税

期間の末日までに簡易課税に準じた計算を行う旨の届出書を納税地を所轄する税務署長

に提出したときは、簡易課税に準じた方法により当該課税仕入れ等の税額の合計額を計

算することを認める措置を講ずる。
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7 その他適格請求書等保存方式が導入されるまでの間について、所要の経過措置を講ずる。

(注)上記三の改正は、 4 (2)を除き、平成29年4月1日以後に国内において事業者が行

う資産の譲渡等及び課税仕入れ並びに保税地域から引き取られる課税貨物について適用

する。

四適格請求書等保存方式

適格請求書発行事業者登録制度を創設し、原則として「適格請求書発行事業者」(仮称)

から交付を受けた「適格請求書」(仮称)又は「適格簡易請求書」(仮称)の保存を、仕入税

額控徐の要件とする。

1 適格請求書発行事業者登録制度

(1)適・格請求書発行事業者の登録

「適格請求書発行事業者」とは、免税事業者以外の事業者であって、納税地を所轄する

税務署長に申請書を提出し、適格請求書を交付することのできる事業者として登録を受け

た事業者とする。



(注1)特定国外事業者(事務所、事業所等を国内に有しない国外事業者をいう0)が上記の

登録を受ける場合にあっては、消費税に関する税務代理人があること等を要件に加える0

(注2)適格請求書発行事業者の登録にっいては、平成31年4月1日からその申而を叉け付

けることとする。

(2)適格請求書発行事業者の公表

適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号等にっいては、インターネツトを通

じて登録後速やかに公表するものとする。

(3)適格請求書発行事業者の登録の取消し

適格請求書発行事業者が、登録の取消しを求める届出書を納税地を所轄する税務署長に

提出した場合には、当該登録を取り消すことができる。

(4)事業者免税点制度との適用関係

上記(1)の登録を受けた日の属する課税期間の翌課税期間以後の課税期間にっいては、

上記(3)の登録の取消しを求める届出書の提出が行われない恨り、事業者免税点制度は、

適用しない。



(5)登録国外事業者罰度に係る経過措置

平成33年3月31日において電気通信利用役務の提供に係る登録国外事業者である者に

ついては、平成33年4月1日に適格請求書発行事業者の登録を受けたものとみなす。

(6)その他適格請求書発行事業者登録散度に係る所要の措置を講ずる。

2 適格請求書の記載事項

「適格請求書」とは、次に掲げる事項を記載した請求書、納品書その他これらに類する圭

美頁をいう。

(1)適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号

(2)課税資産の譲渡等を行った年月日

(3)課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容(当該課税資産の譲渡等が軽減対象課税資

産の譲渡等である場合には、その旨)

(4)課税資産の譲渡等に係る税抜価額又は税込価額を税率の異なるごとに区分して△き十した

金額及び適用税率

(5)消費税額等



(注1)上記の「消費税額等」とは、消費税額及び地方消費税額の合計額をいい、課税資産

の譲渡等に係る税抜価額を税率の異なるごとに区分して合計した金額に100分の10(軽

減対象課税資産の譲渡等である場合には、100分の8)を乗じて計算した金額又は課税

資産の譲渡等に係る税込価額を税率の異なるごとに区分して合計した金額に110分の

10(軽減対象課税資産の譲渡等である場合には、108分の8)を乗じて計算した金額と

する。

(注2)消費税額等の計算において1円未満の端数が生じた場合には、税率の異なるごとに

当該端数を処理する。

(6)書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

3 適格簡易請求書の記載事項

「適格簡易請求書」とは、次に掲げる事項を記載した請求書、納品書その他これらに類す

る書類をいう。

(1)上記2 (1)から(3)までに掲げる事項



(2)課税資産の譲渡等に係る税抜価額又は税込価額を税率の異なるごとに区分して合計した

金額

(3)消費税額等又は適用税率

4 適格請求書発行事業者の義務等

(1)適格請求書の交付義務

適格請求書発行事業者は、国内において課税資産の譲渡等を行った場合において、他の

事業者(免税事業者を除く。)から求められたときは、適格請求書を交付しなければなら

ない。

(2)適格請求書の交付義務が免徐されるもの

次に掲げる課税資産の譲渡等については、適格請求書の交付義務を免徐する。

①公共交通機関である船舶、バス又は鉄道による旅客の運送として行われるもの(3

万円未満のものに限る。)

②媒介又は取次ぎに係る業務を行う者(卸売市場、農業協同組合又は漁業協同組合等)

が委託を受けて行う農水産品の譲渡等



③自動販売機により行われるもの(3万円未満のものに限る。)

④その他請求書等を交付することが困難な課税資産の譲渡等のうち一定のもの

(3)適格簡易請求書を交付することのできる事業

適格請求書発行事業者が、小売業、飲食店業、写真業、旅行業、タクシー業又は駐車場

業等の不特定かつ多数の者に課税資産の譲渡等を行う一定の事業を行う場合には、適格

請求書に代えて適格簡易請求書を交付することができる。

(4)適格請求書に係る電磁的記録の提供

適格請求書発行事業者が、あらかじめ課税資産の譲渡等を受ける他の事業者の承諾を得

たときは、適格請求書を交付することに代えて適格請求書の記載事項に係る電磁的記録

を提供することができる。

(5)適格請求書等の保存

適格請求書又は適格簡易請求書を交付した適格請求書発行事業者は、交付した書類の写

しを保存しなければならない。また、適格請求書の記載事項に係る電磁的記録を提供し

た適格請求書発行事業者は、当該電磁的記録を保存しなけれはならない。



(6)適格請求書類似書類等の交付禁止

①適格請求書又は適格簡易請求書に類似するもの及び適格請求書の記載事項に係る電

磁的記録に類似するもの(以下「適格請求書類似書類等」(仮称)という。)の交付及び

提供を禁止する。

②適格請求書類似書類等の交付又は提供に関する調査に係る質問検査権の規定を整備

する。

③適格請求書類似書類等を交付又は提供した者に対する罰則を設ける。

(フ)任意組合等の適格請求書等の交付

民法上の組合、投資事業有限責壬組合、有限責任事業組合等にっいては、その組合員全

員が適格請求書発行事業者であることにっいて、その旨を税務署長に届け出た場合に恨

り、適格請求書若しくは適格簡易請求書又は適格請求書の記載事項に係る電磁的記録を

交付又は提供することができる。

(8)その他適格請求書発行事業者に課される義務等について、所要の措置を講ずる。

5 仕入税額控徐の要件の見直し



(1)帳簿の記載事項

課税仕入れが軽減税率対象品目に係るものである場合には、帳簿に記載すべき事項とし

て「軽減対象課税資産の譲渡等に係るものである旨」を加える。

(2)帳簿のみの保存により仕入税額控徐が認められる取引

次に掲げる課税仕入れについては、当該課税仕入れを行った事業者において適格請求書

等の保存を要せず、一定の事項が記載された帳簿のみの保存により仕入税額控徐を認める。

①適格請求書の交付義務が免徐される上記4 (2)①に掲げる公共交通機関からのもの

②適格簡易請求書の要件を満たす入場券等が使用の際に回収されるもの

③古物営業を営む者が適格請求書発行事業者でない者から買い受けるもの

④質屋を営む者が適格請求書発行事業者でない者から買い受けるもの

⑤宅地建物取引業を営む者が適格請求書発行事業者でない者から買い受けるもの

⑥適格請求書発行事業者でない者から再生資源又は再生部品を買い受けるもの

⑦自動販売機からのもの(3万円未満のものに限る。)

⑧その他適格請求書等の交付を受けることが困難な一定のもの



(注)課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が3万円未満である場合に帳簿の保存のみ

で仕入税額控徐が認められる現行の措置については、廃止する。

(3)仕入税額控徐の要件を満たす請求書等

上記(2)1こ掲げる場合を徐き、次に掲げるものの保存を課税仕入れに係る仕入税額控徐

の要件とする。

①適格請求書

②適格簡易請求書

③適格請求書の記載事項に係る電磁的記録

④事業者が課税仕入れにっいて作成する仕入明細書、仕入計算書等の書類で、適格請

求書の記載事項が記載されているもの(適格請求書発行事業者の確認を受けたものに狠

る。)

⑤媒介又は取次ぎに係る業務を行う者(卸売市場、農業協同組合又は漁業協同組合等)

が、委託を受けて行う農水産品の譲渡等にっいて作成する一定の書類

6 売上げに係る税額の計算方法



(1)課税資産の譲渡等に係る課税標準額に対する消費税額は、税率の異なるごとに区分した

課税標準である金額の合計額にそれぞれ税率を乗じて計算する方法による。

(2)適格請求書発行事業者が、交付した適格請求書又は適格簡易請求書の写しを保存してい

る場合(適格請求書の記載事項に係る電磁的記録を保存している場合を含む。)には、こ

れらの書類に記載した消費税額等を積み上げて当該課税資産の譲渡等に係る課税標準額

に対する消費税額を計算することができる。

(注)現行罰度において特例として認められている課税標準額に対する消費税額の計算に関

する経過措置(積上げ計算の特例)については、廃止する。

仕入れに係る税額の計算方法

(1)課税仕入れに係る消費税額は、原則として適格請求書及び適格簡易請求書(適格請求書

の記載事項に係る電磁的記録を含む。)に記載された消費税額等を積み上げて計算するも

のとする。
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(注)仕入税額控徐が認められる課税仕入れにっいて、当該課税仕入れに係る支払対価の額

を基礎として消費税額等を計算し、1円未満の端数にっき税率の異なるごとに当該端数

を切捨て又は四捨五入により処理する場合には、当該消費税額等の積上げ計算を認める。

(2)売上げに係る税額の計算にっき、上記6 (2)の適用を受けない事業者にっいては、課

税期間中に国内において行った仕入税額控除が認められる課税仕入れに係る支払対価の

額を税率の異なるごとに区分した金額の合計額にそれぞれ税率を乗じて、課税仕入れに

係る消費税額を計算することを認める。

8 免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置

(1)適格請求書等保存方式導入後3年間の経過措置

事業者が平成33年4月1日から平成36年3月31日までの間に国内において免税事業

者等から行った課税仕入れにっいて一定の事項が記載された帳簿及び請求書等を保存し

てぃる場合には、当該課税仕入れに係る支払対価の額に係る消費税相当額に80%を乗じ

た額を仕入税額として控徐する。



(注)上記の「一定の事項が記載された帳簿及び請求書等」とは、上記三2の「適格請求

書等保存方式が導入されるまでの間の措置」1こおいて仕入税額控除の要件を満たす帳簿

及び請求書等をいい、帳簿にはこの経過措置の適用を受けたものである旨を、あわせて

記載するものとする。

(2)(1)の措置後3年間の経過措置

事業者が平成36年4月1日から平成39年3月31日までの間に国内において免税事業者

等から行った課税仕入れについて一定の事項が記載された帳簿及び請求書等を保存して

いる場合には、当該課税仕入れに係る支払対価の額に係る消費税相当額に50%を乗じた額

を仕入税額として控徐する。

(注)上記の「一定の事項が記載された帳簿及び請求書等」については、上記(1)と同様

とする。

9 その他適格請求書等保存方式について、所要の措置及び経過措置を講ずる。

(注)上記四の改正は、 8 (2)を除き、平成33年4月1日以後に国内において事業者が行う

資産の譲渡等及び課税仕入れ並びに保税地域から引き取られる課税貨物について適用する。


